チャランケ通信　第33号　2013年10月7日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　札幌では、雪虫が飛び交っている。もうそんな季節なのか、とその速さを実感する今日この頃ではある。

　安倍総理にぜひ読んでほしい日経新聞5日付のコラム「春秋」
　さて、日本経済新聞と言う新聞の朝刊に「春秋」と言うコラム欄がある。朝日新聞でいえば「天声人語」にあたるのだが、１０月５日付の「春秋」を読んで、安倍総理の歴史認識の持つ問題点に一石を投じているな、と感じる読ませるコラムであったと思う。経済に関心のある方以外にはあまり読まれていないと思われるだけに、以下その全文を掲載したい。
　　「千鳥ヶ淵戦没者墓苑はアーリントン国立墓地に『最も近い存在だ』―――。米国のケリー国務長官とヘーゲル国防長官が千鳥ヶ淵墓苑に献花したことに関し、米国防総省高官はこう述べたそうだ。5月の安倍晋三首相の発言と引き比べると、そのメッセージはよくわかる。
　　アーリントン墓地はバージニア州にある戦没者慰霊施設。安倍さんは米誌とのインタビューで、靖国神社を同墓地になぞらえて靖国参拝は自然なことだと主張した。これに対し両長官は『靖国とアーリントンを一緒にしないで』と、行動で伝えたわけだ。同時に、安倍政権を警戒する中国や韓国へのメッセージでもあろう。
　　キリスト教、仏教、ユダヤ教、イスラム教、ヒンズー教‥‥。同墓地のウェブサイトを訪れると、様々な信仰のシンボルが目に入る。政府が用意する墓石に刻むことが可能なシンボル一覧なのだという。恥ずかしながら、出雲大社ハワイ分院の存在もここで教わった。それほどに、宗教的な寛容が重んじられているのだ。
　　一方の靖国は一つの宗教法人であり、同墓地になぞらえるのはやはり無理がある。安倍さんの言動によっては、日米同盟に対する米国内の支持も一部損ないかねない。そんな懸念をオバマ政権は抱いたのかもしれない。両長官は米国民向けにメッセージを発したようでもある。高等なコミュニケーション戦術と言えようか。」
　先週末の30日、広島から初めて島根県の出雲市を訪れ、出雲大社に参拝した。20年に一度の伊勢神宮の遷宮と60年に一度の出雲大社の遷宮が重なる年にあたっていたそうで、月曜日にもかかわらず多くの参拝者でにぎわっていた。何を隠そう、私も出雲大社ハワイ分院があり、アーリントン墓地に信仰のシンボルがあるなどとは知らなかった。自分としては、一番今まで参拝して感激したのは、沖縄の摩文仁の丘にある「平和の礎」であった。沖縄戦で亡くなられたすべての人間を弔っており、もちろん日本人だけでなくアメリカ人など外国人も含まれる。このような人類愛にも通じる姿勢こそが、いま世界で求められているように思えてならない。千鳥ヶ淵の戦没者墓苑も、そういう方向を目指して整備を充実して欲しい。
経産省が主要企業に賃上げ要請とは、低下する厚労省の存在感
　さて、同じ５日付の日本経済新聞を読んでいると、「経産省、主要企業に『賃上げ行脚』週明けから」とある。今やアベノミクス推進の一番の官庁勢力が
、経済産業省に移ったことがよくわかるコラムではある。安倍総理の首席秘書官が経産省出身者で、かつて民主党時代には厚生労働省から出ていたことからすれば、政策の基調が福祉から成長へと大転換したことが、この首相補佐官人事を見ただけでもよくわかる。ちなみに、首相の首席補佐官の交代だけでなく、5名の役所出身の補佐官の中には厚生労働省出身者はゼロである。
この記事を読むと、茂木大臣を始め、局長・課長クラスが経済団体や企業を訪問するだけでなく、出先機関の経済産業局を通じて地方企業にも賃上げを求める意向と報じられている。経産省が、いつから労働組合の立場に立って賃上げの旗振りをする官庁になったのだろうか。かつての狂乱インフレの時代に、逆の賃金抑制を進めていたことは記憶にあるのだが、デフレ脱却への道の切り札が、今や賃上げ頼みになりつつある。連合の賃上げに向けての交渉力が落ちた今、経済界に向けて経済官庁主導の賃上げというおかしなスタイルが蔓延しつつある。

　安倍総理の祖父岸信介元総理は、国民皆保険創設の功労者だった
もっとも、国民の健康保険や年金保険などの制度が導入される際には、必ずしも社会民主主義的な発想ではなく、むしろ国家主義的な背景から進められてきた歴史もあることに注目したい。安倍総理の祖父岸信介元総理は、戦前の革新官僚として労働者の権利の制定にも関与してきたし、1961年からの国民皆保険制度の確立に大きな役割を果たした事実はなかなか重いものがある。それだけに、今後安倍政権の下で展開される政労使の会合の中で、賃上げを是が非でも実現して欲しいものだ。出来れば、最低賃金の底上げを基軸に据えるべきだと思うのだが、経済界を押さえつけてでもそこまで展開できる力が連合・政府にあるのだろうか。
と同時に、前々号で指摘した、利益が上がったのに賃上げをしなかった企業は調査して公表する方針を打ち出そうとしている。本当にそれがやれるのかどうか、経済産業省の力だけで可能とも思えないのだが、安倍政権の進め方について、注意深く見ていきたい。

警戒すべき公的年金積立金の運用、株式運用の強化を検討
さて、警戒すべき動きが出始めたようだ。政府は公的年金の運用改革の一環で、成長企業に重点的に投資する検討に入ったと一部メディアは報じている。それは、約120兆円と言う巨額の公的年金の積立金の運用にあたっている年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が、2014年度にも始めようとしている株式運用の改革と称して上場企業の中から収益力の高い企業を選択し、成長企業を後押していくことを目指そうとしている。具体的には，GPIFは現在その12%を株式に投資しているのだが、80%は東証株価指数に連動させており、それを今度は上場企業500社を選んで投資していくことを目論んでいる。当初は数千億円程度から始め、やがては数兆円にまで拡大する計画と言う。
　アメリカでは公的年金積立金は国債で運用しているのが現実
果たして、そのような株式の積極的な運用をすることが、国民の大切な公的年金積立金の運用として許されるのかどうか、と言うことにある。株式投資はまさにリスクが大きいのが当たり前で、もし企業が破たんをしたり株価の急落が起きたりすれば、元も子もなくなってしまう危険性がある。このような問題が出るとき、アメリカでもやっている、とすぐ指摘されるのだが、残念ながらと言うべきか、アメリカの公的年金の積立金の運用は、すべて安全な非市場性国債で運用されているのだ。それは、アメリカと言えども、大切な国民の年金積立金をリスクの大きい株式運用は危険だ、と考えているからに他ならない。株式市場が日本よりもはるかに国民的なアメリカですらそうなのであり、日本がわざわざリスクを取ってまで株式運用する危険性は避けていくべきだと思う。
公的年金基金で海外投資を勧誘され、拒否。もし実現していたらリーマンショックでどうなっていただろうか
かつて野党時代に次の内閣の金融担当大臣を務めていた時、自民党代議士で金融担当大臣を経験された方から、公的年金の積み立て金を使ってソブリンファンドを立ち上げ、海外投資を進めていくべきではないか、と超党派の議連を立ち上げのお誘いを受けたことがある。その時にも、アメリカでの運用の実態をお話ししてお断りをしたことがある。もし、そのような話に乗って、海外の証券化商品などの投資に乗り出していたら、リーマンショックの影響をもろにかぶってしまい、国民に大損をもたらすところであった。やはり、国民の大切な公的年金積立金は、安全第一を優先して運用していく必要がある。株式運用の強化は、絶対にやめさせなければならない。
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